
資料６

社会・援護局関係主管課長会議資料

令和２年３月４日（水）

福祉基盤課 福祉人材確保対策室



目 次

頁

1 福祉・介護人材の確保対策等について 1

2 地域医療介護総合確保基金を活用した取組の推進について 1

3 第８期介護保険事業計画に基づく介護人材推計について 2

4 社会福祉士養成課程における新カリキュラムについて 2

5 外国人介護人材の受入環境整備の推進について 3

頁

第１ 福祉・介護人材確保対策等について

1 福祉・介護人材確保対策の推進 4

2 離職した介護福祉士等の都道府県福祉人材センターに対する届出について 12

3 被災地における福祉・介護人材の確保 13

4 社会福祉士・介護福祉士資格について 14

5 その他の福祉・介護人材確保の推進 15

第２ 外国人介護人材の受入れについて

1 EPA（経済連携協定）に基づく外国人介護福祉士候補者の受入れについて 18

2 在留資格「介護」による受入れについて 19

3 技能実習制度（介護職種）による受入れについて 20

4 特定技能による受入れについて 20

5 「外国人介護人材受入環境整備事業」の推進について 22

6 地域医療介護総合確保基金を活用した外国人介護人材への支援の取組について 23

7 各種補助事業の成果物の活用について 24

1 福祉・介護人材確保対策等に係る関係資料 25

2 介護福祉士修学資金等貸付制度に係る関係資料 28

3 地域医療介護総合確保基金に係る関係資料 29

4 介護職チームケア実践力向上推進事業等の各事業について 31

5 介護の魅力PR隊（埼玉県取組例） 33

6 介護施設における高齢者の「ちょこっと就労」促進事業（福井県取組例） 36

7 学生等若者を福祉に呼び込むための取組 （京都府取組例） 39

8
離職した介護福祉士等の都道府県福祉人材センターに対する届出について
（石川県取組例）

45

9 被災地の介護人材確保について（チラシ） 46

10 社会福祉士養成における新カリキュラムに係る関係資料 47

連絡事項

参考資料

重点事項



11 都道府県福祉人材センター事業実施状況 49

12 福利厚生センター事業実施状況 65

13 日本社会事業大学専門職大学院の取組 69

14 中央福祉学院において実施する研修（令和2年度） 71

15 国立保健医療科学院において実施する研修（令和2年度） 73

16 外国人介護人材受入れの仕組み 74

17 EPA（経済連携協定）に基づく外国人介護福祉士候補者関係資料 74

18 在留資格「介護」関係資料 75

19 技能実習制度（介護職種）関係資料 76

20 特定技能（介護分野）関係資料 78

21 外国人介護人材受入環境整備事業について 79

22 外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業について 82

23 国において作成した各種支援ツール 87



重 点 事 項



○ 介護人材確保対策については、2019（令和元）年10月から、経験・技能のある介護職員に重点化しつつ、更なる処遇改
善を行っているほか、

・ 介護分野へのアクティブ・シニア等の参入を促すための「入門的研修」の普及や、介護福祉士資格の取得を目指す留学
生など外国人材の受入環境の整備等、多様な人材の参入促進
・ 介護ロボット・ICTを活用した生産性向上の推進による業務負担の軽減や職場環境の改善など、働きやすい環境の確保
・ 介護の仕事の魅力発信などによる普及啓発
・ いわゆる潜在介護福祉士等の復職支援
等、総合的な介護人材の確保に取り組んでいる。

○ 2020（令和２）年度予算(案)においては、
・ 若者層・アクティブシニア層などに向けた介護のしごと魅力発信等事業の実施などによる、多様な人材の参入促進、
・ 介護職チームケア実践力向上推進事業の実施などによる、働きやすい環境の確保、

・ 新たな在留資格「特定技能」に関する試験の着実な実施や、外国人材と介護施設等とのマッチング支援事業の実施な
どによる、外国人材の活用促進
に取り組む。

○ 介護人材の確保育成は喫緊の課題。2018（平成30）年に公表した第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数
によると、2016（平成28）年度の介護職員数約190万人に加えて、2020（令和２）年度末までに約26万人（合計で約216万
人）、2025（令和７）年度末までに約55万人（合計で約245万人）、すなわち年間6万人程度の介護人材の伸びが必要と見込
んでいる。

○ また、介護分野における有効求人倍率は、依然として高い水準で推移しており、今後の我が国の人口動態を踏まえれば、
介護人材の確保は一段と厳しくなることが想定される。

１．福祉・介護人材の確保対策等について
（１）現状・課題

（２）令和２年度の取組

○ 2020（令和２）年度予算(案)に掲げる取組、特に、新規に実施する介護職チームケア実践力向上推進事業について、各
都道府県等における積極的な取組をお願いしたい。

○ 2017（平成29）年度から介護福祉士等の福祉人材センターへの届出が始まっているが、都道府県間で取組に大きなばら
つきがあるため、改めて当該届出の周知徹底をお願いしたい。その際、石川県の取組（参考資料８）を参考とされたい。

（３）依頼事項

○ 2020（令和２）年度予算（案）に掲げる新規メニューの積極的な活用をお願いしたい。
○ また、地域医療介護総合確保基金を活用した取組として、埼玉県、福井県、京都府の取組（参考資料５～７）を掲載して
いるので、今後の事業検討の際の参考としていただきたい。

○ 2015（平成27）年度から、消費税財源を活用し、地域の実情に応じた総合的・計画的な介護人材確保対策を推進するた

め、各都道府県に設置した地域医療介護総合確保基金を活用した、介護人材の「参入促進」、「資質の向上」、「労働環
境・処遇の改善」を図るための多様な取組を支援しているところであり、2020（令和２）年度予算（案）においても、82億円

（国費）を確保し、引き続き都道府県の多様な取組を支援することとしている。

（１）現状・課題

（３）依頼事項

○ 2020（令和２）年度予算(案)においては、以下の事業を新たにメニューに位置付けることとしている。
・介護分野への元気高齢者等参入促進セミナー事業

元気高齢者等をターゲットに、介護分野への関心を持つきっかけとなるセミナーを実施し、希望者を入門的
研修等の受講へ誘導するとともに、介護助手等として介護施設・事業所へのマッチングまでを一体的に実施。

・介護職員に対する悩み相談窓口設置事業
介護職員からの職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓口を設置し、業務経験年数の長い介護福祉士や心

理カウンセラー等が相談支援を行うとともに、必要に応じて都道府県労働局等への紹介、弁護士や社会保険労
務士等の専門家による助言等を実施。

・若手介護職員交流推進事業
若手介護職員（経験年数概ね３年未満）が一堂に会し、介護施設・事業所を超えた職員同士のネットワーク

を構築するとともに、介護職の魅力を再確認する等の取組を推進。

（２）令和２年度の取組

２．地域医療介護総合確保基金を活用した取組の推進について
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○ 詳細については今後お示しするが、各都道府県におかれては、介護保険事業（支援）計画の担当者と十分連携しつつ、
推計方法等について確認するとともに、推計結果が妥当かどうかの確認・分析を行った上で、提出いただくようお願いする。

○ 各都道府県におかれては、当該推計結果とともに、地域医療介護総合確保基金を活用した介護人材確保策について、
PDCAサイクルを意識した中長期的な人材確保に向けた取組を介護保険事業支援計画に記載した上で、介護人材の確保
に取り組んでいただきたい。

○ 介護人材の推計については、国の介護保険事業（支援）基本指針（※）において、都道府県が作成する介護保険事業支
援計画の作成に関する基本的事項に位置付けられており、第7期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について、
各都道府県にご協力いただき、2018（平成30）年５月に公表したところである。

※ 介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成30年告示第57号）（抄）
第三・一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する基本的事項
（略）二千二十五年度(平成三十七年度)に都道府県において必要となる介護人材の需給の状況等を推計し、（中略）中長期的な
視野をもって介護人材等の確保に向けた取組を定めることが重要である。

○ 今後、市区町村が作成することとしている第８期介護保険事業計画に基づくサービス見込み量等を踏まえ、各都道府県
において介護人材の推計を改めて行う必要があることから、来年度、人材推計に必要なワークシートを提供するとともに、
推計結果を提出していただくようお願いする予定である。

（１）現状・課題

（２）依頼事項

３．第８期介護保険事業計画に基づく介護人材推計について

４．社会福祉士養成課程における新カリキュラムについて

○ 社会福祉士養成課程における新カリキュラムは、養成施設の修業年限に応じて順次施行（４年制学校であれば

2021（令和３）年施行）することを予定しており、2024（令和６）年度の第37回社会福祉士国家試験（2025（令和７）年

２月実施予定）から新カリキュラムの内容を適用することとしている。

○ 養成施設の指定権者である各都道府県においては、修業年限に応じて適切かつ円滑に見直し後の新カリキュラ

ムが反映されるよう、管内社会福祉士養成施設へ周知等に努めていただくようお願いする。

○ 2018（平成30）年３月に、社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会において報告書「ソーシャ

ルワーク専門職である社会福祉士に求められる役割等について（以下「報告書」という。） 」がとりま

とめられたことを踏まえ、今後、地域共生社会の実現を推進し、新たな福祉ニーズに対応すべく、社会福

祉士養成課程の教育内容等を見直すため、各分野の専門有識者及び実践者からなる「作業チーム」を設置。

○ 当該「作業チーム」は、昨年６月28日に社会福祉士養成課程の新カリキュラム案を提示。

○ 昨年末から本年１月中旬までパブリックコメントを実施、現在、年度内の関連法令の公布、通知等の発

出に向けて準備を行っているところ。

（１）現状・課題

（２）依頼事項
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５．外国人介護人材の受入環境整備の推進について

○ 特定技能による就労希望者等の外国人材と介護施設等とのマッチング支援事業や、2020（令和２）年度予算案に掲げる取組など、
地域医療介護総合確保基金の各メニューに基づく取組や、技能実習生・特定技能外国人を対象にした研修（外国人介護人材受入
支援事業）の実施について、各都道府県等における積極的な実施をお願いしたい。参考資料22は、地域医療介護総合確保基金を
活用した取組を紹介しており、マッチング支援の取組として、千葉県、神奈川県、滋賀県、大分県、長崎県、熊本県の取組を掲載し
ているので、今後の事業検討の際の参考としていただきたい。

○ また、参考資料19は、介護職種の技能実習に関する情報を紹介しており、技能実習生の円滑な受入れ等を目的とした介護関係
団体や監理団体等との連携事例として、群馬県、愛媛県の取組を掲載しているので、参考としていただきたい。

○ 外国人介護人材の受入環境整備を推進するため、国においても、介護の日本語学習用の教材や特定技能に係る試験のテキス
トなど各種支援ツールを作成しているため、これらのツールの積極的な活用もあわせてお願いしたい。

○ 外国人介護人材の受入れについては、①EPA（経済連携協定）、②在留資格「介護」、③技能実習、④特定技能によるものがあり、
それぞれの制度趣旨に沿った受入れを進めている。

○ 今後増加が見込まれる外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるよう、受入環境の整備を推進する必
要がある。

（１）現状・課題

（３）依頼事項

○ 外国人介護人材の受入環境整備については、外国人介護人材を対象にした日本語学習支援や相談支援など、これまでも様々
な支援を実施しており、2019（平成31）年度には新たに、
①特定技能による就労希望者と介護施設等とのマッチング支援、
②技能実習生や特定技能外国人を対象にした研修
にかかる経費について都道府県等に補助する事業を実施している。

○ 2020（令和２）年度予算案においては、地域医療介護総合確保基金のメニューとして、

③外国人介護人材の受入れ施設や留学生が在籍する介護福祉士養成施設を対象にした補助事業（外国人介護人材受入れ施設
等環境整備事業）、

④介護施設等の事業者が外国人を含む介護職員用の宿舎を整備する費用を補助する事業（介護職員の宿舎施設整備事業）

を新たに創設し、さらなる外国人材の受入環境整備に取り組む。

（２）令和２年度の取組
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連 絡 事 項



第１ 福祉・介護人材確保対策等について 

 

 

１ 福祉・介護人材確保対策の推進 

 

（１）介護人材確保の方向性（参考資料１参照） 

2025 年（平成 37 年）には、いわゆる団塊の世代全てが 75 歳以上となるなど、人口

の高齢化は今後更に進展していくことが見込まれる。このような状況の中で、介護保険

制度の持続可能性を維持し、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に

応じて自立した日常生活を営むことを可能としていくため、医療、介護、介護予防、住

まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制である「地域包括ケアシ

ステム」の構築を各地域の実情に応じて深化・推進していくことが必要であり、国民一

人ひとりの方が、必要な介護サービスを安心して受けられるように、介護サービスを提

供する人材の確保・育成は、喫緊の課題と考えている。 

平成 30年５月にとりまとめた「第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数」

は、市町村が推計した第 7 期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、

都道府県が必要となる介護人材を推計したものを取りまとめたものであるが、これに

よると、必要な介護人材数については、2020 年度末には約 216 万人、2025 年度末には

約 245 万人が必要と見込んでいる。すなわち、2016 年度（平成 28 年度）の介護人材数

190 万人に加えて、2020 年度末までに約 26 万人、2025 年度末までに約 55 万人の介護

人材を確保する必要があると見込んでいる。 

この推計結果によると、今後、年間約６万人の介護人材を確保することが必要となる

が、景気が緩やかに回復していく中で、全産業の有効求人倍率がバブル期を超える高水

準で推移しており、全産業的に人手不足感が強まっていることから、足下（令和元年 12

月時点）の介護関係職種の有効求人倍率が 4.73 倍となっている。介護人材は、深刻な

人材不足の状況にあり、介護分野での人材確保が一段と厳しくなることが想定され、こ

れまで以上に取組を強化していく必要がある。 

介護人材確保の目指す姿については、平成 27 年２月の福祉人材確保専門委員会報告
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書で介護人材の構造転換（「まんじゅう型」から「富士山型」へ）を示しており、労働

人口が減少する中で、必要な介護人材を確保するには、介護福祉士を目指す学生を増や

す取組とともに、多様な人材の参入促進や働きやすい環境の整備、人材育成の支援など

総合的に取り組むことが必要である。 

このため、令和元年度補正予算や令和２年度予算（案）において、新たな施策や既存

施策の充実など、福祉・介護人材の確保をこれまで以上に推進するための必要な予算を

計上しているところである。各都道府県におかれては、こうした施策を積極的に活用い

ただくとともに、引き続き、介護福祉士修学資金貸付事業や離職した介護人材の再就職

準備金貸付事業、地域医療介護総合確保基金などを活用することにより、あらゆる施策

を総動員し、総合的・計画的に取り組んでいただきたい。 

 

（２）都道府県の役割 

都道府県においては、雇用情勢を踏まえ、介護人材の需給状況や就業状況を把握する

とともに介護人材に対する研修体制の整備、経営者や関係団体等のネットワークの構

築など、広域的な視点に立って、市区町村単位では行うことが難しい人材確保の取組を

進めていく役割がある。 

また、第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数における各都道府県の需

給状況を踏まえ、地域医療介護総合確保基金等を活用しつつ、事業ごとの実施状況を把

握し、事後評価を行うことで施策を充実・改善していく PDCA サイクルの確立により、

中長期的な視野をもって介護人材等の確保に向けた取組を進めることが重要である。 

この点、「介護施策に関する行政評価・監視－高齢者を介護する家族介護者の負担軽

減対策を中心として－結果に基づく勧告」（平成 30 年６月総務省）において、介護人

材を着実に確保する観点から、介護保険事業支援計画において定められた介護人材の

確保に係る目標の達成状況を毎年度点検し、未達成の場合はその原因等の分析の徹底

を図るよう都道府県に助言することとされている。 

こうしたことから、「介護保険事業（支援）計画の進捗管理について」（平成 30 年

７月 30 日厚生労働省老健局介護保険計画課長通知）において、「介護保険事業（支援）

計画の進捗管理の手引き」内で人材の確保に係るＰＤＣＡサイクルの取組例が示され

－5－



ており、具体的には、「取組と目標に対する自己評価シート」を掲載し、介護人材の確

保に係る定量的な目標設定や当該目標の達成状況の点検・評価の実施の具体例が示さ

れているので、各都道府県におかれては、同手引きを活用のうえ、進捗管理を適切に行

われたい。 

  

（３）介護福祉士修学資金等貸付制度について（参考資料２参照） 

   介護福祉士修学資金等貸付事業は、「介護離職ゼロ」の実現に向け、今後、必要とな

る介護人材等を着実に確保していくため、介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学

資金の貸付等を実施し、地域の福祉・介護人材の育成及び確保並びに定着を支援するこ

とを目的としている。 

今般、少子高齢化の進展に伴い、介護人材の不足が指摘される中（2025 年までに約

55 万人を確保）、外国人介護人材の受入のため、平成 29 年９月から在留資格「介護」

等が開始されたことに伴い、主に外国人留学生の増加による介護福祉士修学資金等貸付

金のニーズがより高まることで、貸付原資の不足が見込まれる自治体に対して、令和元

年度補正予算において、介護福祉士修学資金等貸付事業における貸付原資の確保（5.2

億円）を図る内容を盛り込み、本事業が今後とも安定的に継続できるよう対応を行った。 

各都道府県におかれては、本補正予算のほか既存の貸付原資を積極的に活用し、介

護福祉士養成施設に入学する外国人留学生を含め、介護福祉士の資格取得を目指す者や

介護職に再就職する者等への支援に努めると共に、引き続き、実施主体である都道府県

社会福祉協議会等と緊密に連携を図り、貸付計画の適切な進捗管理を行う等により迅速

かつ着実に事業を実施し、介護人材の確保に積極的に取り組んでいただきたい。 

 

（４）地域医療介護総合確保基金を活用した都道府県の取組の推進（参考資料３－１参照） 

平成 27 年度から、消費税財源を活用し、地域の実情に応じた総合的・計画的な介護

人材確保対策を推進するため、各都道府県に設置した地域医療介護総合確保基金を活

用した、介護人材の「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」を図る

ための多様な取組を支援しているところであり、令和２年度予算（案）においても、82

億円（国費）を確保し、引き続き都道府県の多様な取組を支援することとしている。都
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道府県の取組例として、参考資料５から７までに、埼玉県、福井県、京都府の取組を掲

載しているので、今後の事業検討の際の参考としていただきたい。 

 

① 地域医療介護総合確保基金における新規メニューの創設について 

令和２年度予算（案）においては、以下の事業を新たにメニューに位置付けること

としているので、積極的な活用をお願いしたい。 

   ア 介護分野への元気高齢者等参入促進セミナー事業（参考資料３－２参照） 

     元気高齢者等をターゲットに、介護分野への関心を持つきっかけとなるセミナ

ーを実施し、希望者を入門的研修等の受講へ誘導するとともに、介護助手等として

介護施設・事業所へのマッチングまで一体的に実施。 

   イ 介護職員に対する悩み相談窓口設置事業（参考資料３－３参照） 

     介護職員からの職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓口を設置し、業務経

験年数の長い介護福祉士や心理カウンセラー等が相談支援を行うとともに、必要

に応じて、都道府県労働局等への紹介、弁護士や社会保険労務士等の専門家による

助言等を実施。 

   ウ 若手介護職員交流推進事業（参考資料３－４参照） 

若手介護職員（経験年数概ね３年未満）が一堂に会し、介護施設・事業所を超え

た職員同士のネットワークを構築するとともに、介護職の魅力を再確認するなど

の取組を推進。 

    

   ② 地域の関係主体の協議の場（プラットフォーム）の活用について 

福祉・介護人材の確保に向けて、地域医療介護総合確保基金等を活用した事業

を、より一層、実効性あるものとするためには、個々の事業・セクション・主体の

連携を図り、それぞれの関係主体が方向感と目標を共有し、取組を進めることが重

要である。 

また、取組を進めるに当たっては、都道府県ごとに中期的な施策の方向性、定量

的な目標を明確にすることにより、ＰＤＣＡサイクルを確立していただくことが

重要である。目標設定に当たっての指標については、基本的な事項を全国統一的に
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設定し、各都道府県から目標の設定状況についてご報告いただいているところで

あるが、今後、令和元年度の目標の達成状況及び令和２年度の目標設定について報

告をお願いする予定であるので、ご承知おき願いたい。 

都道府県ごとの目標設定等に当たっては、地域の多様な関係主体との連携を図

るため、都道府県ごとに地域医療介護総合確保基金等を活用して設置している協

議の場を積極的に活用いただき、都道府県労働局や介護労働安定センターなどの

労働関係機関、教育委員会や学校などの教育関係機関に加え、地域の経済団体や企

業等にも広く参加を求めていただき、地域が一丸となって、効果的・効率的に人材

の確保に取り組んでいただくようお願いしたい。 

 

   ③ 介護に関する入門的研修の実施からマッチングまでの一体的支援事業の推進に

ついて 

     介護未経験者の介護分野への参入のきっかけを作るとともに、介護分野で働く

際の不安を払拭するため、平成 30 年度より、介護に関する入門的研修を実施し、

研修受講後のマッチングまでの一体的な支援に必要な経費に対して助成を行って

いるところであり、本事業への積極的な取組をお願いしたい。 

     また、介護に関する入門的研修については、教員の介護現場への理解の推進や介

護に関する指導力の向上等のため活用されることが期待されるため、「介護に関す

る入門的研修に係る協力依頼について」（平成 30 年７月 12 日厚生労働省社会・援

護局福祉基盤課福祉人材確保対策室事務連絡）により、文部科学省初等中等教育局

教育課程課及び児童生徒課産業教育振興室に対して、同研修の周知について協力

依頼を行ったところである。学校教育における介護に関する教育については、学習

指導要領に基づき、中学校技術・家庭科家庭分野、高等学校家庭科及び福祉科等に

おいて指導が行われているところであるが、令和３年度から始まる新しい中学校

学習指導要領及び令和４年度から始まる新しい高等学校学習指導要領において

も、介護に関する内容がそれぞれ充実されたことを踏まえ、都道府県におかれて

も、教育委員会等と十分連携のうえ、本研修の受講を推進していただくようお願い

する。 
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     さらに、「介護に関する入門的研修についての協力依頼について」（平成 30 年

８月 29 日厚生労働省社会・援護局長通知）により、一般社団法人日本経済団体連

合会、日本商工会議所、全国中小企業団体中央会に対して、退職前セミナーの実施

の際に従業員に対して介護に関する入門的研修の参加を呼びかける等、協力依頼

を行ったところである。各都道府県におかれても、同通知の趣旨を踏まえ、地域の

経済団体等に協力の働きかけを行うなど積極的に取り組まれたい。 

 

④ 人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業の推進について 

人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度については、事業所自らが行ってい

る人材育成や人材確保に向けた取組の「見える化」を図ることにより、働きやすい環

境の整備を進め、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進するとともに、介護

職を志す者の参入や定着の促進に資するものと考えている。 

地域医療介護総合確保基金では、事業所の認証評価制度の運営に要する経費とし

て、評価基準の設計や評価事務、事業の周知などに係る費用を支援しているところで

あり、「人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度の実施について」（平成 31

年４月１日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）を踏まえ、積極的に取り組ん

でいただくとともに、都道府県内全域で認証取得を目指す機運が高まるよう、管内市

区町村、関係機関、関係団体等に対して周知していただきたい。 

 

⑤ 地域医療介護総合確保基金を活用したキャリアアップ支援について 

平成 29 年 10 月４日に社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会において

取りまとめられた報告書「介護人材に求められる機能の明確化とキャリアパスの実

現に向けて」（以下「報告書」という。）の中では、介護職のチームによるケアを推

進し、ケアの質や介護福祉士の社会的評価の向上に向け、一定のキャリアを積んだ介

護福祉士をチームリーダーとして育成する必要性について指摘されている。 

公益社団法人日本介護福祉士会においては、報告書を踏まえ、厚生労働省の補助事

業として、「リーダー業務に従事し始めた介護福祉士を対象としたチームリーダー研

修ガイドライン」、「介護人材の機能分化促進に向けたチームリーダーとなる介護福

－9－



祉士の育成に係る研修ガイドライン」を取りまとめたところである。これらのガイド

ラインに基づく研修については、地域の介護施設等でリーダーを担う介護福祉士を

育成し、チームの課題等を認識し、その解決に取り組む課題解決力の向上に有用であ

ることから、地域医療介護総合確保基金の「多様な人材層に対する介護人材キャリア

アップ研修支援事業」を活用し、職能団体等とも協力しつつ取り組まれたい。 

さらに、介護福祉士の更なるキャリアアップの取組として、認定介護福祉士の育成

が始まっている。認定介護福祉士の仕組みについては、資格取得後の展望を持てるよ

うなステップアップの仕組みとして構想されたものである。このように、職能団体等

が実施している様々な研修等の取組は、資格取得後のキャリアアップにつながるこ

とから、地域医療介護総合確保基金を積極的に活用し、職能団体等とも協力して取り

組まれたい。 

 

（５）介護職チームケア実践力向上推進事業の活用について（参考資料４－１参照） 

生産年齢人口の減少が本格化していく中、認知症の症状や終末期の看取りへの対応

等、多様化・複雑化する介護ニーズに限られた人材で対応するためには、リーダー的介

護職員の育成をはじめ、介護職員のキャリア・専門性に応じたサービス提供体制のもと

で、多様な人材によるチームケアの実践をさらに進めていく必要があり、令和２年度予

算（案）においては、介護助手等多様な人材の参入を促しつつ、外部コンサルタント等

を活用し、リーダー職の育成等チームケアの実践を強力に推進する「介護職チームケア

実践力向上推進事業」を新設している。本事業の実施主体は、都道府県、指定都市、中

核市、都道府県が認めた団体（以下、本項において「都道府県等」という。）であり、 

・ 地域の特性を踏まえ、介護助手等多様な人材を呼び込み、OJT 研修等により育成

する取組 

・ リーダー的介護職員の人材育成（マネジメント、認知症の症状や終末期の看取り

への対応、地域包括ケアを見据えた多職種連携等）、キャリアパスの明確化（介護

助手、介護職員の定着促進、キャリアアップ等） 

・ 利用者の重度化予防、自立支援（状態変化への気づき、コミュニケーション等） 

・ 介護職員のキャリア、専門性に応じたサービス提供体制のもとでの、多様な人材
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によるチームケアの実践 

・ 一連の実践を踏まえた効果の検証、更なる改善点の検討 

を行い、都道府県等において分析を行い国へ報告していただくものである。国において

は、事業による成果を評価・整理し、全国にわかりやすく周知を図ることとしている。

各都道府県、指定都市、中核市におかれては、本事業の積極的な活用を検討されたい。 

 

（６）国による福祉・介護人材の確保に向けた取組（参考資料４－２参照） 

   全産業的に人手不足感が強まっている中で、介護分野での人材確保はより厳しく 

なることが考えられることから、国においても、都道府県が主体となって実施している

介護人材確保対策の後押しを図るため、介護の仕事の魅力発信のための取組を行って

いる。令和２年度予算（案）においても、引き続き、福祉・介護の体験型イベントや施

策情報などの情報発信のためのプラットフォームの運営等、①若者層、②子育てを終え

た層、③アクティブシニア層に対して、それぞれ個別のアプローチにより、介護のイメ

ージ転換を図るとともに、介護事業所の事業主に対しても、ワークライフバランスの重

要性をはじめ、介護業界の意識改革を図ることとしている。 

 

 

（７）喀痰吸引等制度の円滑な実施について 

① 研修機会の確保について 

医療的ニーズに対応するため、喀痰吸引等の医療的ケアを行うことができる介護

人材の養成が期待されている。 

そのため、喀痰吸引等研修については、地域医療介護総合確保基金の活用によ

り、その実施のための経費に対する補助や、新規に登録研修機関を開設する際の初

年度経費に対する助成を行うことを可能としており、この仕組みを活用いただきた

い。 

併せて、受講希望者が居住する都道府県内において登録研修機関が少ないために

他の都道府県での受講を余儀なくされることのないよう、各都道府県におかれて

は、管内の研修受講ニーズ等の把握に努めていただきたい。 

また、喀痰吸引等研修の実施に当たっては、実地研修先を受講者自らが確保しな
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ければならない、実地研修先に医療機関を認めることが可能であるにも関わらず、

これを介護施設等に限り、医療機関での実施を認めない運用としている例があると

の声もある。 

喀痰吸引等研修の受講を希望する者に対する研修機会の確保や適切な運用のた

め、関連法令等を確認いただき、都道府県及び登録研修機関における研修実施体制

の整備・構築を図り、研修受講機会の確保に引き続き御尽力願いたい。 

 

  ② 指定都市等への情報提供について 

指定都市等が介護保険法等に基づき介護サービス事業者等に対し指導監督を行う

際、当該事業者の職員情報として喀痰吸引等を行うことができる介護福祉士や認定

特定行為業務従事者の情報を都道府県に求めた場合には、必要に応じてこれらの情

報を必要な範囲で都道府県から指定都市等に提供するなど、自治体における個人情

報保護条例等に留意しつつ、適宜連携を図りながら効率的な指導監督に努められた

い。 

 

２ 離職した介護福祉士等の都道府県福祉人材センターに対する届出について 

平成 28 年３月 31 日に成立した「社会福祉法等の一部を改正する法律」において、平成

29 年４月から、離職した介護福祉士には、住所、氏名等を都道府県福祉人材センターに

届け出るよう努力義務が課せられたところである。また、社会福祉事業等の経営者には、

当該届出が適切に行われるよう、必要な支援を行うよう努力義務が課せられている。 

当該届出制度については、離職した介護福祉士の再就業を促進するため、その所在等を

明らかにし、効果的な支援を行う観点から、離職した介護福祉士について、都道府県福祉

人材センターに対し、氏名・住所等を届け出ることを努力義務としたものであり、円滑な

届出の実施や離職した介護福祉士に対するニーズに沿ったプッシュ型での情報提供を行

うための届出システムを構築したところである。 

当該届出システムにおいては、法律で届出が努力義務とされている介護福祉士だけで

なく、介護職員初任者研修や介護実務者研修等の研修修了者であっても届出を受け付け

られるようになっている。当該届出制度は、いわゆる潜在介護福祉士等の復職に直結する
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仕組みであるが、取組につき各都道府県間で大きなばらつきがある。各都道府県において

は、当該届出について、介護福祉士養成施設や介護職員初任者研修等の研修事業者等と連

携して、介護福祉士資格保有者等へ届出を促すとともに、改めて管内の関係団体や社会福

祉事業等を実施する事業者等への積極的な周知徹底をお願いしたい。その際、当該届出に

おける石川県の取組を参考資料８に掲載しているので、参考にされたい。 

 

３ 被災地における福祉・介護人材の確保（参考資料４－３及び９参照） 

福島県相双地域等（※）は、平成 23 年３月の東日本大震災による甚大な被害や東京電

力福島第一原子力発電所事故により、福祉・介護人材を含む多くの住民が避難を余儀なく

されており、それを背景とした深刻な福祉・介護人材不足が続いている状況である。 

※ 相双地域（相馬市、南相馬市、新地町、浪江町、双葉町、大熊町、富岡町、楢葉町、飯舘村、
葛尾村、川内村）並びにいわき市及び田村市 

このため、平成 26 年度予算において、広域的な人材確保を図るため「被災地における

福祉・介護人材確保事業」を創設し、福島県外から相双地域等の福祉・介護に従事しよう

とする者に対する奨学金の貸与（一定期間従事した場合に返還免除）や住まいの確保を支

援してきた。 

しかしながら、相双地域等における介護分野の有効求人倍率は、震災前の有効求人倍率

を大きく上回っている状況が続いており、避難指示解除準備区域等の解除が順次行われ

てきたところであり、住民の帰還を進めていく上で、介護サービスの提供体制を整える必

要がある。 

このため、令和２年度予算（案）においては、平成 30 年度予算において拡充を図った

相双地域等の介護施設等への就労希望者に対する就職準備金の貸付上限額の引き上げ

（30 万円→50 万円）や、全国の介護施設等からの応援職員に対する支援などについて、

引き続き実施できるよう東日本大震災復興特別会計に 1.8 億円を計上している。 

本事業をより多くの方にご活用いただくためには、福島県外の方に本事業を積極的に

広報し、多くの方に知っていただくことが重要であることから、各都道府県におかれて

は、当該事業について管内市町村や関係団体等に幅広く周知いただくなど、取組へのご協

力を引き続きお願いしたい。 
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４ 社会福祉士・介護福祉士資格について 

（１）介護福祉士養成課程における新カリキュラムについて 

介護福祉士養成課程における教育内容等（カリキュラム）については、平成 29 年度

に社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会において介護福祉士に求められる

役割など介護人材が担う機能やキャリアパスのあり方について議論が行われ、平成 29

年 10 月に報告書がとりまとめられた。その後、これを踏まえた具体的なカリキュラム

見直しの検討を行い、平成 30 年 8 月に関係法令及び関係通知を改正し、修業年限に応

じて今年度より順次施行（4 年制大学であれば平成 31 年度施行）、介護福祉士国家試

験では令和４年度試験から見直し後の新カリキュラムの内容を適用することとしてい

る。 

養成施設等の指定権者である各都道府県においては、修業年限に応じて適切に見直

し後のカリキュラムが反映されるよう、管内の介護福祉士養成施設等への周知等保に

努めていただくようお願いする。 

 

（２）社会福祉士養成における新カリキュラムについて（参考資料 10 参照） 

平成 30 年３月に、社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会において報告

書「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求められる役割等について（以下

「報告書」という。） 」がとりまとめられたことを踏まえ、今後、地域共生社会の実

現を推進し、新たな福祉ニーズに対応すべく、社会福祉士養成課程の教育内容等を見

直すため、各分野の専門有識者及び実践者からなる「作業チーム」を設置。 

当該「作業チーム」は、昨年６月 28 日に社会福祉士養成課程の新カリキュラム案

を提示し、昨年末から本年１月中旬までパブリックコメントを実施、現在、年度内の

関連法令の公布、通知等の発出に向けて準備を行っているところ。社会福祉士養成課

程における新カリキュラムは、養成施設の修業年限に応じて順次施行（４年制学校で

あれば令和３年施行）することを予定しており、令和６年度の第 37 回社会福祉士国

家試験（令和７年２月実施予定）から新カリキュラムの内容を適用することとしてい

る。 

養成施設の指定権者である各都道府県においては、修業年限に応じて適切かつ円滑   
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に見直し後の新カリキュラムが反映されるよう、管内社会福祉士養成施設への周知等

に努めていただくようお願いする。 

 

５ その他の福祉・介護人材確保の推進 

（１）「介護の日」について 

厚生労働省では、介護についての理解と認識を深め、介護サービス利用者やその家

族、介護従事者等を支援するとともに、これらの人たちを取り巻く地域社会における支

え合いや交流を促進することを目的として、平成 20 年７月に、毎年 11 月 11 日を「介

護の日」と定め、介護に関する啓発を重点的に実施している。 

また、「介護の日」に関連して行われる様々な活動との連携を通じて、福祉・介護サ

ービスに対する一層の周知啓発を図るため、「介護の日」の前後二週間（11 月４日か

ら 11 月 17 日まで）を「福祉人材確保重点実施期間」としている。 

各都道府県におかれては、来年度以降も、管内の市町村や関係団体等との緊密な連携

を通じて、政策効果の高いものとなるよう配慮しつつ、様々な啓発活動を行っていただ

くようご協力願いたい。 

 

（２）日本社会事業大学における福祉・介護人材の養成 

① 専門職大学院について 

日本社会事業大学専門職大学院は、社会人を対象に、幅広い視野及び専門知識・技

術を持った高度な福祉専門職業人の養成を目的とした我が国で唯一の福祉の専門職

大学院である。 

同大学院では、複雑化・多様化する自治体の福祉行政の中核を担う人材を養成する

ため、平成 26 年度より「地方公共団体推薦入学試験」を設置しているので、各都道

府県等におかれては、職員の派遣について積極的に検討願いたい。 
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○専門職大学院 福祉マネジメント研究科 

 令和２年度入学試験は、以下のとおり実施することとしている。その詳細について

は、日本社会事業大学にお問い合わせ願いたい。(℡ 042-496-3000） 

 (1)地方公共団体推薦入学試験 

 

    

 

入学試験日 出願期間  

 

 

 令和 2 年 3 月 7日（土） 

 令和 2 年 3 月 15 日（日） 

令和 2 年 1 月 14 日（火）～2月 12 日（水） 

令和 2 年 2 月 25 日（火）～3月 6 日（金） 

   

(2)一般、推薦、有資格者、指定法人推薦入学試験 

 

 

入学試験日 出願期間  

 令和 2 年 3 月 7日（土） 令和 2 年 1 月 14 日（火）～2月 12 日（水） 

 

② 社会福祉事業従事者に対する各種講座の開催 

日本社会事業大学では、清瀬キャンパス（東京都清瀬市）及び文京キャンパス（東

京都文京区）において、福祉・介護分野等の職員の資質向上を図るための「リカレン

ト講座」を実施している。各都道府県等におかれては、職員の派遣方についてお願い

するとともに、管内の市町村及び関係団体等への呼びかけをお願いしたい。（令和元

年度の実施内容は、日本社会事業大学ホームページ「リカレント講座」※を参照。） 

※ URL : http://www.jcsw.ac.jp/faculty/s-daigakuin/recurrent/index.html 

 

③ 地域共生社会に向けた分野横断的な社会福祉研修事業 

令和２年度予算（案）においては、日本社会事業大学において、生活困窮、児童虐

待、引きこもりなどの複合的な課題を抱える方々の増加に対応し、複雑化する地域の

福祉課題を解決するための中核となる人材を育成するための研修を実施する経費を

新たに計上している。 

具体的には、地方公共団体の福祉専門職や管理職を主な対象とし、地域共生社会の

実現に不可欠なソーシャルワークの視点を取り入れた分野横断的な研修を行うこと

としている。 
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詳細は、おって日本社会事業大学のホームページに掲載される予定であり、各都道

府県等におかれては、職員の派遣と管内市町村への積極的な周知にご協力お願いし

たい。 

 

（３）行政手続コストの削減について 

行政手続コストの削減については、「行政手続部会取りまとめ～行政手続コストの削

減に向けて～」（平成 29 年 3 月 29 日規制改革推進会議行政手続部会決定）及び「規制

改革実施計画」（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）において、事業者ニーズを踏まえた行

政手続コスト削減の考え方として、行政手続簡素化の 3 原則（①行政手続の電子化の

徹底（デジタルファースト原則）、②同じ情報は一度だけの原則（ワンスオンリー原則、

③書式・様式の統一））が示され、各省庁は基本計画を策定し、積極的かつ着実に行政

手続コストの削減に向けた取組を進めることとされた。基本計画では、行政手続のうち

件数の多い主なものについて当該行政手続コストにかかる削減方策等が定められ、そ

の中で登録喀痰吸引等事業者の登録申請等に係る手続についてもコスト削減に向けた

取組が求められているところである。 

また、同行政手続部会決定では行政手続コストの計測も行うこととされており、昨年

度と同様に、今年度も行政手続コストに関する調査を現在実施しているため、引き続

き、調査にご協力いただきたい。 

各都道府県におかれては、登録喀痰吸引等事業者及び登録特定行為事業者の登録申

請、名称等の変更の届出、喀痰吸引等業務を行わなくなったときの届出といった行政手

続に関して、可能な限り郵送や電子申請での提出を進めていただく等、引き続き、事業

者負担の軽減に資する行政手続コスト削減の推進を図られたい。 
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第２ 外国人介護人材の受入れについて 

 

 外国人介護人材の受入れについては、EPA（経済連携協定）、在留資格「介護」、技能

実習、特定技能によるものがあり、それぞれの制度趣旨に沿った受入れを進めている。

（参考資料第 16 参照） 

 

１ EPA（経済連携協定）に基づく外国人介護福祉士候補者の受入れについて 

（参考資料第 17 参照） 

  ア EPA 介護福祉士候補者に対する学習支援 

    インドネシア、フィリピン、ベトナムの３ヵ国から、これまで 5,063 名の介護福祉

士候補者（以下「EPA 介護福祉士候補者」という。）を受け入れ、985 名が資格を取

得している。（令和元年 10 月１日現在） 

これら EPA 介護福祉士候補者は、各地の介護施設等において就労しながら、国家試

験合格を目指しており、意欲と能力のある者が、一人でも多く介護福祉士国家試験に

合格できるよう、次に掲げる様々な支援を行っている。 

 

（ⅰ）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

   受入れ施設が行う EPA 介護福祉士候補者の日本語学習や介護分野の専門学習、学

習環境の整備のための経費について補助を行う（定額：候補者１人当たり年間 23.5

万円以内）。 

また、受入れ施設の研修担当者の活動に対する経費について補助を行う（定額：１

受入れ施設当たり 8万円以内）。 

更に、平成 28 年度介護福祉士国家試験から、試験科目に医療的ケアが定められた

ことを踏まえ、EPA 介護福祉士候補者の医療的ケアの学習に係る経費について補助を

行う（定額：候補者１人当たり年間 9.5 万円以内）。 

 

（ⅱ）外国人介護福祉士候補者学習支援事業 

受入れ施設における継続的な学習を支援するため、日本語や介護分野の専門知識・
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技術等を学ぶ集合研修、入国２年目以降の EPA 介護福祉士候補者に対する通信添削

指導や、介護福祉士国家試験に合格できずに帰国した者に対する模擬試験の実施等

の再チャレンジ支援を行っている。 

なお、本事業については、厚生労働省の委託事業として実施しており、実施主体に

ついては、公募の手続きを行い選定することとしている。 

  イ 令和２年度の受入れスケジュール 

令和２年度入国においては、インドネシア、フィリピン、ベトナム、それぞれ最大

300 名の受入れ枠（※）となっており、受入れ調整機関である公益社団法人国際厚生

事業団において、受入れ施設の募集及び受入れ施設と EPA 介護福祉士候補者とのマ

ッチング等を行った。 

※ 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえて、介

護については、受入れ最大人数である 300 名に達し、かつ訪日前後日本語研修免除となる者

がいる場合には、円滑かつ適正な受入れを行える体制を考慮しつつ、これを受入れ最大人数

を上回って受け入れるとされている。 

今後、EPA 介護福祉士候補者は、母国での日本語研修を経て、令和２年６月頃入国

し、訪日後日本語研修を受講する予定である。 

 

２ 在留資格「介護」による受入れについて（参考資料第 18 参照） 

   介護福祉士の国家資格を取得した留学生の在留資格「介護」を創設する「出入国管理

及び難民認定法の一部を改正する法律案」が平成 28 年 11 月 18 日に成立し、同月 28 日

に公布され、平成 29 年９月１日から施行された。 

これに伴い、外国人留学生の増加による介護福祉士修学資金等貸付金のニーズがよ

り高まることで、貸付原資の不足が見込まれる自治体に対して、令和元年度補正予算に

おいて、介護福祉士修学資金等貸付事業における貸付原資の確保（5.2 億円）を図る内

容を盛り込み、本事業が今後とも安定的に継続できるよう対応を行った。 

なお、出入国在留管理庁では、「新しい経済対策パッケージ」（平成 29 年 12 月８日

閣議決定）において、介護分野における技能実習等による３年以上の実務経験に加え、

実務者研修を受講し、介護福祉士の国家試験に合格した外国人に在留資格「介護」を認
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めるなど、介護分野での外国人人材の受入れに向けた国内外の環境整備を図ることと

されたことを受け、出入国管理及び難民認定法第７条第一項第二号の基準を定める省

令の一部を改正することとしている。本件に関する法務省令案は、令和２年４月頃施行

（予定）として、現在、出入国在留管理庁において、手続きが進められているところで

あり、本法務省令の改正内容については追って周知する。 

 

３ 技能実習制度（介護職種）による受入れについて（参考資料第 19 参照） 

   平成 29 年 11 月１日に技能実習制度に介護職種が追加された。、令和元年 12 月末日

現在、介護職種における技能実習計画の申請件数は 9,307 件、認定件数は 7,695 件と

なっている。 

   「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）において、

「介護の質にも配慮しつつ、相手国からの送出し状況も踏まえ、介護の技能実習生につ

いて入国１年後の日本語要件を満たさなかった場合にも引き続き在留を可能とする仕

組み・・・について検討する」とされたところであり、同方針に基づきパブリック・コ

メント等の手続きを経て、平成 31 年３月 29 日に告示を改正した。改正告示では、EPA

の滞在期間延長を参考に、入国１年後の技能実習評価試験に合格した実習生について、

「介護の技能等の適切な習熟のために、日本語を継続的に学ぶ意思を表明しているこ

と」及び「技能実習を行わせる事業所のもとに、介護の技能等の適切な習熟のために必

要な日本語を学ぶこと」の条件を満たす場合は、当分の間、日本語能力Ｎ４程度であっ

ても、２号修了時（入国後３年間）まで在留を可能としたところである。 

また、介護関係団体や監理団体等を構成員とした協議の場を設置する取組が一部の

自治体において見られるが、このように監理団体と介護関係団体が様々な情報を共有

する機会を設けることは技能実習生に対するよりよい支援につながるものと考えられ

る。こうした例を参考に、各都道府県等におかれては技能実習生の円滑な受入れに資す

る取組を進めていただきたい。 

 

４ 特定技能による受入れについて（参考資料第 20 参照） 

   中小・小規模事業者をはじめとした深刻化する人手不足に対応するため、生産性向上
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や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況にあ

る産業上の分野において、一定の専門性・技能を有する外国人を受け入れていくため、

新たな在留資格「特定技能」を創設する「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する

法律案」が平成 30 年 12 月に成立・公布され、平成 31 年４月１日から施行された。介

護分野においても特定技能１号の在留資格で外国人人材の受入れを進めていくことと

している。 

介護分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、一定の技能水準

と日本語能力水準が求められている。具体的には、技能水準については「介護技能評価

試験」に合格すること、日本語能力水準については「日本語基礎テスト」又は「日本語

能力試験（Ｎ４以上）」に加え、「介護日本語評価試験」に合格することが必要である。

なお、介護分野の第２号技能実習を修了した者については、特定技能１号への移行に当

たり試験を免除される。また、これらの試験の合格と同等以上の水準と認められるもの

として、介護福祉士養成施設を修了した者及びＥＰＡ介護福祉士候補者としての在留

期間を満了（４年間）した者についても、特定技能１号への移行に当たり試験を免除さ

れる。 

平成 31 年４月から海外・国内において介護技能評価試験及び介護日本語評価試験を

順次実施しているところであり、令和２年２月までに、フィリピン（マニラ、セブ、ダ

バオ）、インドネシア（ジャカルタ）、モンゴル（ウランバートル）、ネパール（カト

マンズ）、カンボジア（プノンペン）、ミャンマー（ヤンゴン）、国内（東京、大阪）

で試験を実施した。また、令和２年３月２日から、国内では全国各地で試験を実施して

いる。今後、海外では上記の国に加え、ベトナム、中国、タイのうち独立行政法人国際

交流基金の日本語基礎テストの実施環境等が整った国での試験実施を検討している。 

また、令和元年 12 月末現在、介護技能評価試験の受験者数は 3,437 名（うち合格者

数は 1,685 名）、介護日本語評価試験の受験者数は 3,371 名（うち合格者数は 1,743

名）となっている。 

なお、令和２年度予算案では、新規事業として「外国人介護人材受入促進事業」を実

施する予定であり、本事業において、海外において日本の介護を PR すること等により、

１号特定技能外国人として日本の介護現場において就労を希望する人材を確保してい
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くこととする。海外・国内での試験実施や海外に向けた日本の介護の PR をはじめ、特

定技能外国人の受入れが円滑に進むよう、引き続き、必要な取組を推進していくことと

している。 

 

５ 「外国人介護人材受入環境整備事業」の推進について（参考資料第 21 参照） 

   新たな在留資格「特定技能」の創設等により、今後増加が見込まれる外国人介護人材

が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるよう、「外国人介護人材受入環境整

備事業」として以下の取組を通じて、その受入環境の整備を推進する。 

  ア 介護技能評価試験等実施事業 

介護分野における特定技能１号外国人の送出しを行う外国及び日本国内におい

て、介護技能評価試験及び介護日本語評価試験を実施するもの 

  イ 外国人介護人材受入促進事業 

    海外から外国人介護人材の受入れ促進を目的とした PR の取組を実施するもの 

  ウ 外国人介護人材受入支援事業 

    地域の中核的な受入施設等において、介護技能の向上のための集合研修等を実施

するもの 

  エ 介護の日本語学習支援等事業 

    介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備の推進するため、介護の日本語

学習を支援するための WEB コンテンツの開発・運用等を実施するもの 

  オ 外国人介護人材相談支援事業 

    介護業務の悩み等に関する相談対応、全国各地での相談・交流会の開催、１号特定

技能外国人の受入施設への巡回訪問等を実施するもの 

 

   上記ウ（外国人介護人材受入支援事業）は、都道府県、指定都市、中核市が実施主体

となり、介護の技能実習生や特定技能外国人の受入施設等が行う集合研修等に必要と

なる経費に対して補助するものである。令和２年度予算案では、技能実習生や１号特定

技能外国人を対象に研修を行う研修講師の養成や、技能実習生や１号特定技能外国人

を雇用（予定を含む）する介護施設等で技術指導等を行う職員を対象にした研修を実施
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するために必要な経費についても補助対象にする予定であり、各都道府県、指定都市、

中核市におかれては、外国人介護人材の受入れ状況に応じて、本事業の積極的な活用を

お願いしたい。なお、上記エ（介護の日本語学習支援等事業）においては、これまで介

護の日本語テキストの作成、自己学習のためのＷＥＢコンテンツの開発等を行い、令和

元年度においては、これらの取組に加えて特定技能評価試験のための学習テキストを

作成・公表を行ったところ（日本語版は令和元年 10 月に公表、英語等９言語の翻訳版

は令和２年３月末に公表予定）である。上記オ（外国人介護人材相談支援事業）におい

ては、外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援を実施するため、電話・メ

ール・SNS 等により、助言及び情報提供等ができる体制を整備するとともに、全国７か

所において外国人介護人材のための相談・交流会を開催しているところである。令和２

年度予算案においても、引き続き、外国人介護人材の介護の日本語学習環境及び相談体

制を推進する。 

 

６ 地域医療介護総合確保基金を活用した外国人介護人材への支援の取組について 

（参考資料第 22 参照） 

   平成 30 年度に地域医療介護総合確保基金のメニューとして、介護福祉士国家資格の

取得を目指す留学生を支援するため、介護施設等による奨学金等の支給に係る経費の

一部を助成する事業を創設したところである。また、同年度、留学生の受入れを円滑に

進めるため介護福祉士養成施設への留学を希望する者と介護施設等とのマッチング支

援を行う事業を創設したところであるが、平成 31 年度からマッチング支援の対象を特

定技能にも広げたところである。各都道府県におかれては、基金を活用した特定技能外

国人等のマッチング支援の積極的な実施をお願いしたい。 

また、令和２年度予算案では、同基金において新たに「介護職員の宿舎施設整備」（介

護施設等の整備分）及び「外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業」（介護従事者の

確保分）を創設する予定である。「介護職員の宿舎施設整備」においては、外国人を含

む介護人材を確保するため、介護施設等の事業者が介護職員用の宿舎を整備する費用

の一部（１宿舎あたり 1/3）を補助することにより、介護職員が働きやすい環境を整備

するものである。「外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業」は、外国人介護人材が
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介護現場で円滑に就労・定着できるようにするため、介護施設等において外国人介護人

材を受け入れるための環境整備等にかかる費用の一部を助成するものである。具体的

には、外国人介護人材を雇用する（予定を含む）介護施設等を対象に、①コミュニケー

ション支援（日本人職員、外国人介護職員、介護サービス利用者等の相互間のコミュニ

ケーション支援に資する取組）、②資格取得支援・生活支援（外国人介護人材の資格取

得支援や生活支援の体制強化に資する取組）にかかる費用、介護福祉士養成施設等を対

象に、③教員の質の向上支援（介護福祉士養成施設における留学生への教育・指導の質

の向上に資する取組）にかかる費用を助成するものである。①及び②の取組にかかる介

護施設等への助成は、１施設等あたり補助上限額は 30 万円、補助率は 2/3 とする予定

である。事業の詳細は別途通知でお示しする予定である。 

上記の事業以外にも、同基金の各事業を活用して外国人介護人材への支援を実施す

ることが可能である。各都道府県におかれては、円滑な外国人介護人材の受入れに向け

て、同基金の積極的な活用をお願いしたい。 

 

７ 各種補助事業の成果物の活用について（参考資料第 23 参照） 

   外国人介護人材の受入環境整備を推進するため、国の補助事業を活用して各種支援

ツールを作成しているので、各都道府県におかれては、必要と考えられるツールについ

て積極的にご活用いただきたい。 
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参 考 資 料



２０１６年度
（平成２８年度）

第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について

２０２０年度
（平成３２年度）

２０２５年度
（平成３７年度）

○ 第７期介護保険事業計画の介護サービス⾒込み量等に基づき、都道府県が推計した介護⼈材の需要を⾒ると、２０

２０年度末には約２１６万人、２０２５年度末には約２４５万人が必要。

○ ２０１６年度の約１９０万人に加え、２０２０年度末までに約２６万人、２０２５年度末までに約５５万人、年間

６万⼈程度の介護人材を確保する必要がある。

※ 介護人材数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数に、介護予防・日常生活支援総合事業の

うち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を加えたもの。

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な⼈材の確保・育成、③離職防⽌・定着促進・⽣産性向上、④介護

職の魅⼒向上、⑤外国⼈材の受⼊環境整備など総合的な介護⼈材確保対策に取り組む。

注１）需要⾒込み（約216万人・245万⼈）については、市町村により第７期介護保険事業計画に位置付けられたサービス⾒込み量（総合事業を含む）等に基づ

く都道府県による推計値を集計したもの。

注２）2016年度の約190万人は、「介護サービス施設・事業所調査」の介護職員数（回収率等による補正後）に、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相

当するサービスに従事する介護職員数（推計値︓約6.6万人）を加えたもの。

約
26
万
人

第７期計画期間（2018～2020） 第８期計画期間（2021～2023） 第９期計画期間（2024～2026）

約１９０万人

約２１６万人
（需要）

約２４５万人
（需要）

約
55
万
人

～～ ～～

参考資料１

総合的な介護人材確保対策（主な取組）
これまでの主な対策

（実績）月額平均５．７万円の改善
月額平均１.4万円の改善（29年度～）
月額平均1.3万円の改善（27年度～）
月額平均0.6万円の改善（24年度～）
月額平均2.4万円の改善（21年度～）

○ 介護福祉士修学資金貸付、再就職準
備金貸付による支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対す
る入門的研修の実施から、研修受講後の
体験支援、マッチングまでを一体的に支援

○ 介護ロボット・ＩＣＴの活用推進
○ 介護施設・事業所内の保育施設の設
置・運営の支援

○ キャリアアップのための研修受講負担軽
減や代替職員の確保支援

◎ リーダー級の介護職員について他産業と遜色
ない賃金水準を目指し、経験・技能のある介護
職員に重点化した更なる処遇改善を2019年
10月より実施

○ 学生やその保護者、進路指導担当者
等への介護の仕事の理解促進

○ 介護を知るための体験型イベントの開催

◎ 介護分野への元気高齢者等参入促進セミナ
ーの実施

◎ ボランティアポイントを活用した介護分野での
就労的活動の推進

◎ リーダー的介護職員の育成とチームケアによ
る実践力の向上

◎ 介護ロボット・ＩＣＴ活用推進の加速化
◎ 生産性向上ガイドラインの普及
◎ 悩み相談窓口の設置、若手職員の交流推進

◎ 若者層、子育てを終えた層、アクティブシニア
層に対する介護職の魅力等の情報発信

介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防⽌
定着促進
生産性向上

介護職
の魅⼒向上

さらに講じる主な対策

外国人材の受
入れ環境整備

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援
（介護福祉士修学資金の貸付推進、日
常生活面での相談支援等）

◎ 「特定技能」等外国人介護人材の受入環境
整備（現地説明会等による日本の介護のPR、
介護技能向上のための集合研修、介護の日本
語学習支援、介護業務等の相談支援・巡回訪
問の実施等）
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（単位：万人）

54.9
63.5

72.4
84.9

96.4

108.6 114.1
119.6 123.3

136.3
142.7

150.9
163.0

要介護（要支援）者

要介護（支援）認定者数
（単位：万人）

介護職員数の推移

職員数

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）

176.5

○ 本表における介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する職員数。

170.8

(183.9)
183.1

(189.9)
183.3

注１） 平成21年度以降は、調査方法の変更による回収率変動等の影響を受けていることから、厚生労働省（社会･援護局）にて推計したもの。
（平成20年まではほぼ100%の回収率 → (例)平成29年の回収率：訪問介護91.7%、通所介護86.6%､介護老人福祉施設92.5%）

・補正の考え方：入所系（短期入所生活介護を除く）・通所介護は①施設数に着目した割り戻し、それ以外は②利用者数に着目した割り戻しにより行った。
注２） 各年の「介護サービス施設・事業所調査」の数値の合計から算出しているため、年ごとに、調査対象サービスの範囲に相違がり、以下のサービスの介護職員については、含まれていない。

（特定施設入居者生活介護：平成12～15年、地域密着型介護老人福祉施設：平成18年、通所リハビリテーションの介護職員数は全ての年に含めていない）
注３） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数である。（各年度の10月1日現在）
注４） 平成27年度以降の介護職員数には、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）に従事する介護職員数は含まれていない。（【参考・推計値】平成27年度：0.8万人、平成28年度：6.6

万人、平成29年度：8.3万人 ※総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数の推計。グラフの各年度の( )内の数字は、これらを加えた介護職員数を示
す。）

(195.1)
186.8

(注４)
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向
～有効求人倍率と失業率の動向～

注）平成23年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

（※１）全職業及び介護関係職種の有効求人倍率は、パートタイムを含む常用の原数値。
月別の失業率は季節調整値。

（※２）常用とは、雇用契約において、雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17年度～平成30年度／年度別】（倍）

失業率（右目盛）

有効求人倍率
（介護関係職種）
（左目盛）

有効求人倍率（介護関係職種） （原数値）と失業率（季節調整値）
【平成26年3月～令和元年12月／月別】

有効求人倍率
（全職業）
（左目盛）

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全職業より高い水準で推移している。
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職業計 介護関係の職種

都道府県別有効求人倍率（令和元年12月）と地域別の高齢化の状況

介護平均 4.73倍

全体平均 1.53倍

(資料出所) 厚生労働省「職業安定業務統計」 ( 注) 介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。

○ 介護分野の有効求人倍率は、地域ごとに大きな差異があり、地域によって高齢化の状況等も異なる。

75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況
は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 ※都道府県名欄の（ ）内の数字は倍率の順位

埼玉県(1) 千葉県(2) 神奈川県(3) 愛知県(4) 大阪府(5) ～ 東京都(11) ～ 鹿児島県(45) 秋田県(46) 山形県(47) 全国

2015年
＜＞は割合

77.3万人
＜10.6%＞

70.7万人
＜11.4%＞

99.3万人
＜10.9%＞

80.8万人
＜10.8%＞

105.0万人
＜11.9%＞

146.9万人
＜10.9%＞

26.5万人
＜16.1%＞

18.9万人
＜18.4%＞

19.0万人
＜16.9%＞

1632.2万人
＜12.8%＞

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

120.9万人
＜16.8％＞
（1.56倍）

107.2万人
＜17.5%＞
（1.52倍）

146.7万人
＜16.2%＞
（1.48倍）

116.9万人
＜15.7%＞
（1.45倍）

150.7万人
＜17.7%＞
（1.44倍）

194.6万人
＜14.1%＞
（1.33倍）

29.5万人
＜19.5%＞
（1.11倍）

20.9万人
＜23.6%＞
（1.11倍）

21.0万人
＜20.6%＞
（1.10倍）

2180.0万人
＜17.8%＞
（1.34倍）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年3月推計)」より作成

（現状の
イメージ）

令和２年度においては、介護現場⾰新会議基本⽅針等を踏まえ、高齢者のマッチング（主に介護助手の担い手）と若者への多様なアプローチ（介護業務の中⼼的

担い手）を重点に、処遇改善、ICT活用等の環境整備を進め、社会局・⽼健局が⼀体となって介護現場の生産性向上に資する人材確保に総合的に取り組む。

令和２年度予算（案）における介護⼈材確保対策（社会局・⽼健局）

○ 平成31年３⽉にとりまとめられた「介護現場⾰新会議」基本⽅針では、①介護現場における業務の洗い出し、仕分け、②元気高齢者の活躍、③ロ
ボット・センサー・ICTの活用、④介護業界のイメージ改善と人材確保・定着促進を進めることとしている。
○ 「2040年を展望した社会保障・働き⽅改⾰本部」(令和元年５⽉29日)においては、上記の取組に加え、介護助手等としてシニア層を活かすこととし
ている。

ターゲット 参入促進 働きやすい環境整備

対策Ⅰ 多様な人材の参入促進

介護職を目指す若者・学生の増加

○ 若⼿介護職員が、出⾝校等の学⽣に対して、介護の仕事に関する魅⼒の

発信を支援する若⼿介護職員交流推進事業の創設（社・基⾦）

○ 介護人材確保のためのボランティアポイント制度の創設（⽼・基⾦）

○ ⼩中⾼⽣への、介護の仕事魅⼒発信や職場体験等の⼀層の取組を実施す

るため、介護のしごと魅⼒発信等事業（若者層向け）の推進（社）

○ 介護人材確保のためのボランティアポイント制度の創設（再掲・⽼・基⾦）

○ 元気高齢者等参入促進セミナーの創設（社・基⾦）による介護助⼿等としての活躍

推進、 介護のしごと魅⼒発信等事業（アクティブシニア層向け）の推進（社）

○ 身近な事業所に就業できるよう福祉人材センターのマッチング機能の強化（社）

○職場の⼈間関係や事業所の理念等への不満を中⼼とした介護職員に対する悩み相談窓口設置事業（ハラスメントへの相談も対応）（社・基⾦）、事業所を超えた若⼿介護職員交流推進事業

の創設（再掲・社・基⾦）、介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業の拡充（⽼）

○実態調査、各種研修、ヘルパー補助者同⾏事業等の⽀援策を盛り込んだ介護事業所におけるハラスメント対策推進事業の創設（⽼・基⾦）

○⽣産性向上ガイドラインの普及等を⾏うファシリテーターの養成等を盛り込んだ生産性向上推進事業の拡充（⽼）、同事業と連携した介護職チームケア実践⼒向上推進事業の実施（社）

○居宅介護⽀援事業所とサービス提供事業所のICT化、情報連携の推進（⽼）、ICT、介護ロボット導入支援事業の拡充（⽼・基⾦）

○入所者のケア
→介護専門職が担う業務に重点化
○周辺業務
→ベッドメイキング、食事の配
膳、清掃、⾒守り等

業務内容

○介護職を⽬指す若者
○アクティブシニア、子育
てを終えた層
○潜在介護福祉士

○入門的研修の普及・マッチング
○魅⼒発信
○教育との連携

○相談窓口の設置、ハラスメント対策
○ ロボット・センサー・ICTの活用支
援
○認証評価制度の普及

対策Ⅱ 働きやすい環境の整備
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入門的研修は着実に浸透 離職理由は⼈間関係や職場の不満が多い養成施設の充⾜率は近年低下の⼀途

199
名

受講者数
2,041名

受講定員数
8,628名

アクティブ・シニア、子育てを終えた層の活躍推進

実施都道府県数
16 → 40

介護人材確保の目指す姿

マッチング件
数増を目指す
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介護福祉士修学資金等貸付事業における貸付原資の確保

令和元年度補正予算額︓5.2億円

【事業内容】

【所要額】５１８，４５７千円

【要求要旨】
少子高齢化の進展に伴い、介護人材の不足が指摘される中（2025年までに55万人を確保）、外国人介護人材の受入の

ため、在留資格「介護」や特定技能制度等が開始されたことに伴い、主に外国人留学生の増加による介護福祉士修学資
金等貸付金のニーズがより高まることで、貸付原資の不足が見込まれる自治体に対して必要な貸付原資の積み増しを行
い、事業の継続を支援する。

介護福祉士修学資金等貸付事業は、「介護離職ゼロ」の実現に向け、今後、必要となる介護人材等を着実に確保して
いくため、介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学資金の貸付等を実施し、地域の福祉・介護人材の育成及び確保
並びに定着を支援することを目的とする。

（他産業に就職又は未就労）

【実施主体】
都道府県又は都道府県が適当と認める団体

【補助率】 定額補助（国９／１０相当）

介護福祉士養成施設の学生

養成施設入学者への修学資金貸付

【介護福祉士養成施設修学者】
○貸付額（上限）

ア 学 費 5万円（月額）

イ 入学準備金 20万円（初回に限る）

ウ 就職準備金 20万円（最終回に限る）

エ 国家試験受験対策費用 4万円（年額） 等

（途中で他産業に転職、自己都合退職等）

【福祉・介護の仕事】

借り受けた修学
資金等の返済を
全額免除。

借り受けた修学資金
を実施主体に返済。

５年間、福祉・介護の仕事に継続して従事

事業実施スキーム（例：介護福祉士修学資金）

貸

付

・

支

援

（国家試験合格後）介護福祉士
資格の登録を行い、福祉・介護
の仕事に従事

参考資料２

介護福祉士修学資金等貸付事業の概要

事業の種類

実施主体

４７都道府県の社会福祉協議会（一部、社会福祉事業団）

貸付原資

➢ 国から都道府県経由で各都道府県社会福祉協議会に対し、貸付原資と事務費を補助金により間接補助。

（最近の補助状況）

平成３０年度補正予算：４億円 平成２９年度補正予算：１４億円 平成２８年度補正予算：１０億円 平成２７年度補正予算：２６１億円

貸付事業の種類 概要 貸付額 返済免除要件

介護福祉士修学資金
介護福祉士養成施設の学生に

授業料等の費用を貸付け

月５万円以内

（その他、入学準備金２０万円以内、就職

準備金２０万円以内などの加算もある）

介護福祉士の資格取得後、

５年間介護業務に従事

実務者研修受講資金

（平成２４年度創設）

実務者研修施設の学生に授業

料等の費用を貸付け
２０万円以内

介護福祉士の資格取得後、

２年間介護業務に従事

再就職準備金

（平成２８年３月創設）

現在離職している過去介護業務

に従事していた者が、介護業務

に再就職する際の費用を貸付け

２０万円以内（一部の都道府県では４０万円

以内）

再就職後、２年間介護業務

に従事

社会福祉士修学資金
社会福祉士養成施設の学生に

授業料等の費用を貸付け
介護福祉士修学資金と同様

社会福祉士の資格取得後、

５年間相談援助業務に従事

※下記の４つの事業をまとめて「介護福祉士修学資金等貸付事業」という。
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○ 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施される「参入促進」・「資
質の向上」・「労働環境・処遇の改善」に資する事業を支援。

参入促進 資質の向上 労働環境・処遇の改善

地域医療介護総合確保基金を活用した介護従事者の確保

○ 関係機関・団体との連携・協働の推進を図るための、都道府県単位、市区町村単位での協議会等の設置
○ 介護人材育成等に取り組む事業所に対する都道府県の認証評価制度の運営支援 ○ 離島、中山間地域等への人材確保支援

○ 新人介護職員に対するエルダー・メン
ター（新人指導担当者）養成研修

○ 管理者等に対する雇用改善方策の普
及
・ 管理者に対する雇用管理改善のための
労働関係法規、休暇・休職制度等の理解
のための説明会の開催

・ 介護従事者の負担軽減に資する介護ロ
ボット・ＩＣＴの導入支援や業務改善支援
（拡充）

・ 新人教育やキャリアパスなど雇用管理体
制の改善に取り組む事業所のコンテスト・
表彰を実施

○ 介護従事者の子育て支援のための施
設内保育施設運営等の支援

○ 子育て支援のための代替職員のマッ
チング

○ 介護職員に対する悩み相談窓口の設

置、ハラスメント対策の推進、若手介護
職員の交流の推進、両立支援等環境整
備

等

○地域住民や学校の生徒に対する介護や介
護の仕事の理解促進

○若者・女性・高齢者など多様な世代を対象
とした介護の職場体験

○高齢者など地域の住民による生活支援の

担い手の養成、支え合い活動継続のための
事務支援

○介護未経験者に対する研修支援

○ボランティアセンターとシルバー人材セン
ター等の連携強化

○介護事業所におけるインターンシップ等の
導入促進

○介護に関する入門的研修の実施からマッ

チングまでの一体的支援、参入促進セミ
ナーの実施、介護の周辺業務等の体験支援

○人材確保のためのボランティアポイントの
活用支援

○介護福祉士国家資格の取得を目指す外国

人留学生や１号特定技能外国人等の受入
環境整備

等

○介護人材キャリアアップ研修支援
・ 経験年数３～５年程度の中堅職員に対する
研修

・ 喀痰吸引等研修
・ 介護キャリア段位におけるアセッサー講習受
講

・ 介護支援専門員、介護相談員育成に対する
研修

○各種研修に係る代替要員の確保、出前研
修の実施

○潜在介護福祉士の再就業促進
・ 知識や技術を再確認するための研修の実施
・ 離職した介護福祉士の所在等の把握

○チームオレンジ・コーディネーターなど認知
症ケアに携わる人材育成のための研修

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築に資する人材育成
・ 生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの養成のための研修

○認知症高齢者等の権利擁護のための人材
育成

等

令和２年度予算（案）：公費１２４億円（国費８２億円）

令和元年度予算：公費１２４億円（国費８２億円）

※赤字下線は令和2年度新規・拡充メニュー

参考資料３－１

○ 2025年以降、現役世代（担い⼿）の減少が⼀層進むことが⾒込まれる⼀⽅、⾼齢者の若返りが⾒られる中で、介護

分野における人材のすそ野を広げるためには、高齢者の活躍を一層促進することが重要。

○ 平成30年度から、介護に関する⼊⾨的な知識・技術を習得する研修（⼊⾨的研修・３〜２１時間）を実施している

が、これに加えて、特に元気⾼齢者等をターゲットに、介護分野への関⼼を持つきっかけとなるセミナー（１〜２時

間）を実施し、希望者を入門的研修等の受講へ誘導するとともに、介護助手等として介護施設・事業所へのマッチン

グまで一体的に実施する。

地域の高齢者等向けイベント等と
併せて実施

介護分野への参画のきっかけとなる
セミナーの実施（１〜２時間）

【訴求ポイントの例】
✓ できる限り住み慣れた場所で
✓ 誰かの役に⽴ち、「ありがとう」と⾔われる
✓ ⾃⾝の⾃⽴を支える・介護予防

【事業イメージ】

介護分野への元気高齢者等参入促進セミナー事業
（地域医療介護総合確保基⾦の事業メニューの追加）

新

＜実施主体＞
都道府県・市町村

委託可

【社協、⺠間団体等】

地域の公⺠館、図書館
イベントスペース

等

企業
自治体の関係機関

等

企業の退職前セミナーで実施
※⼊⾨的研修（３時間程度）とあわせて実施することも考
えられる。

※自治体の広報誌等により地域の高
齢者へ参加を呼びかけ

・研修受講者と事業者とのマッチング
（介護職やボランティアとして従事）
・更なる研修の受講

・研修受講者と事業者とのマッチング
（介護職やボランティアとして従事）
・更なる研修の受講

参考資料３－２
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○ 平成29年度介護労働実態調査によると、介護関係の仕事をやめた理由として、①職場の⼈間関係に問題があったため
（20.0％）、②結婚・出産・妊娠・育児のため（18.3％）、③法⼈や施設・事業所の理念や運営のあり⽅に不満があったた
め（17.8％）が上位を占めており、事業所内で相談できずに離職するケースが考えられる。

○ このため、都道府県において、介護職員からの職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓⼝を設置し、業務経験年数の⻑い
介護福祉⼠や⼼理カウンセラー等が相談⽀援を⾏うとともに、必要に応じて、都道府県労働局等への紹介、弁護⼠や社会保険
労務⼠等の専⾨家による助⾔を得て、介護職員の離職を防⽌する。

【事業イメージ】

介護職員に対する悩み相談窓口設置事業
（地域医療介護総合確保基⾦の事業メニューの追加）

新

都道府県等
【相談窓口の設置】
● 相談窓⼝には、介護業務の経験年数の⻑い介護福祉⼠や⼼理カウンセラーなど
の専門の相談員を配置し、次のような方法により相談を受け付ける。
・ 専門の相談員による窓口での相談（来所）
・ 電話による相談
・ メール・SNSによる24時間相談受付
・ 施設・事業所に対する出張相談
・ 弁護士や社会保険労務士等の専門家による相談（外部委託等）

※相談内容が個別労働紛争の場合は、都道府県労働局の相談窓口を紹介。
※相談内容が利⽤者からのハラスメントの場合は、相談者の同意を取ったうえで、
事業所の管理者や利⽤者等と調整するなど必要に応じて介⼊することも想定。

【相談窓口の普及】
● 相談窓口の専用ダイヤル、メール相談のアドレス等をポスター、リーフレット、
携帯カード等により周知
● 相談窓口の特設サイトを開設し、相談内容や解決策を提示

委託可

【社協、⺠間団体等】

【介護職員】

助言等相談

【取組例】

参考資料３－３

○ 平成29年度介護労働実態調査によると、介護関係職種の離職の状況として、勤続３年未満での離職が６割を超えて
おり、⼩規模の事業所ほど離職者の勤続年数が短い傾向にある。

○ このため、⼀定区域の若⼿介護職員（経験年数概ね３年未満）が⼀堂に会し、介護施設・事業所を超えた職員同⼠
のネットワークを構築するとともに、介護職の魅⼒を再確認するなどの取組を推進することにより、若⼿介護⼈材の
離職を防⽌し、職場定着を図る。

【事業イメージ】

若⼿介護職員交流推進事業
（地域医療介護総合確保基⾦の事業メニューの追加）

新

都道府県等

【⼊職３年程度の若⼿介護職員のネットワーク構築】
● ⼊職３年⽬等の節⽬に、施設・事業所単位を超えた交流会の開催（グループ
ワーク等も実施）
● 若⼿介護職員による介護技術コンテストの開催
● 若⼿介護職員の出⾝校の学⽣に対して、合同で介護の魅⼒をPR 等
※ 基⾦における「介護の仕事の理解促進事業」と組み合わせて実施することが考え
られる。

【入職時のネットワーク構築】
● 施設・事業所単位を超えた合同入職式の開催（グループワーク等も実施）
● 経験年数の⾼い先輩介護職員との交流会の開催
● 所属する事業所外の施設⾒学や職場体験 等

委託可

【⺠間団体等】

【若⼿介護職員】

合同入職式・交流会等の開催

【取組例】
○ ⼊職時及び⼊職３年⽬などの節⽬となるタイミングで、所属する施設・
事業所外の同様の⽴場にある若⼿介護職員とネットワークを構築する。

参考資料３－４
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報告書の作成

【実施主体】 都道府県、指定都市、中核市、都道府県等が認めた団体

【事業イメージ】

【補 助 率】 定額補助

介護職チームケア実践⼒向上推進事業新

都道府県等

介護事業所

事業所の選定 事業の報告

国

国への報告

施設系サービス

居住系サービス

通所系サービス 等

連
携 ● 介護福祉士等専門性の高い人材が

能⼒を最⼤限発揮する仕組の構築
● 介護職員のキャリア・専門性に応
じたサービス提供体制のもと、多様
な人材によるチームケアの実践

● 地域の特性を踏まえ、介護助手等
多様な人材を呼び込み、OJT研修等に
より育成する取組

● 一連の実践を踏まえた効果の検証、
更なる改善点の検討

補助

・事業の企画
・報告を踏まえ
た分析

○ 取組を実施する自治体ごとに
以下の項目を整理。
 地域の特性等、事業実施の背景
 取組の内容、ねらい
 効果測定、検証
 都道府県等による所⾒ 等

国において、事業による成国において、事業による成
果を評価・整理し、全国に
わかりやすく周知

○ ⽣産年齢⼈⼝の減少が本格化していく中、終末期の看取りへの対応や認知症の各種症状に応じた対応など、多様化・複雑化す
る介護ニーズに限られた人材で対応していくためには、リーダー的介護職の育成をはじめ、介護職員のキャリア・専門性に応じ
たサービス提供体制のもとで、多様な人材によるチームケアの実践をさらに進めていくことが必要。

○ このため、介護助手等多様な人材の参入を促しつつ、外部コンサルタントを活用し、リーダー職の育成等チームケアの実践を
強⼒に推進することにより、介護現場に従事する職員の不安を払拭し、介護人材の参入環境の整備、定着促進とサービス利⽤者
の⾃⽴⽀援・満⾜度の向上を図る。こうした取組に係るかかり増し費⽤の助成等を⾏い、その成果の全国展開を図る。

◎生産性向上ガイドラインを踏まえ、外部コンサルタント
を活⽤し、以下の視点により、チームケアの実践⼒向上の
取組をさらに推し進め、これを全国展開していく。
・ リーダー職などの人材育成、キャリアパスの明確化（介護助
手、介護職員の定着促進、キャリアアップ等）
・ 利⽤者の重度化予防、⾃⽴⽀援（状態変化への気付き、コ
ミュニケーション等）
・ 事故発生防止、ヒヤリハットの減少
・ 家族支援、地域連携 等

【取組例】

外部コンサルタント
による助言等

【令和２年度予算案】591,420千円（0千円）

参考資料４－１

厚⽣労働省

⺠間事業者

公募で選定

退職前の
中⾼年齢者

学生、教員

参加の
呼びかけ

福祉・介護の体験型イベントの実施
（ターゲットにあわせて講座を実施等）

※全国8箇所程度を想定

＜ 事業イメージ ＞

学⽣・若者
向けの講座

職能団体・事業者団体等
（経営協、⽼施協、全⽼健、
介護福祉士会、全社協など）

連携

参加

職場体験 入門的研修

＜都道府県での取組＞

連携

介護福祉士養成施設協会
教育関係団体

シルバー人材センター
内閣人事局（公務員）
経済界（大企業） 等

誘導

国が実施する体験型イベント
で関心を持った方を、職場体
験や入門研修につなげる

介護事業主

情報発信

参
入

子育てを終えた層

情報発信

情報発信

情報発信

参加

参加

介護の仕事の魅⼒情報発信
（ターゲット別に個別のアプローチ）

事業主に対する意識改⾰

※介護事業所の認証評価制度の普及など

情報発信のプラットフォームの運営

 職場体験や入門的研修の情報
 国・都道府県の施策情報（修学資⾦や再就職準備⾦）等

※若者層、⼦育てを終えた層、アクティブシニア層
それぞれにアプローチ

○ 福祉・介護の体験型イベントや情報発信のプラットフォームの運営、①若者層、②⼦育てを終えた層、③アクティブシニア層
に対する個別のアプローチにより、介護の仕事の魅⼒情報を発信するとともに、介護のイメージ転換を図る。

（ターゲット別アプローチの例）
・若者層︓新卒者向け就職フェアなどにおいて、介護の専⾨性や魅⼒、働き⽅の多様性、「残業が少ない」等
・⼦育てを終えた層︓介護の専⾨性や魅⼒、働き⽅の柔軟性、「親の介護に役⽴つ」等
・アクティブシニア層︓経済界等と連携し、退職前の中⾼年に対して介護の専⾨性や魅⼒、社会的重要性、「介護される側から
する側へ」等

○ 併せて、事業主に対して、例えばワークライフバランスの重要性を始め介護事業所の認証評価制度の普及など、介護業界内の
意識改⾰を図る。

「介護のしごと魅⼒発信等事業」の推進

【令和２年度予算案】 684,274千円（684,274千円）

参考資料４－２
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被災地における福祉・介護人材確保事業【東日本大震災復興特別会計】

令和２年度予算案 183,909千円（204,534千円）

東日本大震災により特に甚大な被害を受け、福祉・介護人材の確保が著しく困難になっている福島県相双地域等で従事する介
護人材を広域的に確保するため、当該地域の介護施設等への就労希望者に対する研修受講費や就職準備金（赴任するための
交通費や引っ越し費用等）の貸与等の支援を行っている。

研修受講費等の貸与

【貸付内容】
（１）学費（研修受講費） 15万円を上限（実費の範囲内）

※2年間従事した場合は全額返済免除
（２）就職準備金 ・30万円＋①＋② （1年間従事した場合全額返済免除）

・50万円＋①＋② （2年間従事した場合全額返済免除）

①世帯赴任加算
・ 家族と赴任する場合･･･ 12.5万円＋（世帯員数－１）×5万円
・ 単身赴任の場合 ･･･ 20万円

②自動車輸送費用等加算（新規購入の場合は登録手続代行費用）
・ 20万円を上限（実費の範囲内）

住まいの確保支援

事業の広報

現地の住宅情報の提供 等

【貸付対象者】
①相双地域等の介護施設等で就労を希望する福島県外の者
②避難解除区域の介護施設等で就労を希望する県内から避難解除区域

への帰還者

相双地域等の介護施設等

①貸付申請

人材の斡旋を依頼

⑥福島県が適当と認める
団体が示した施設で就労

②斡旋依頼に基づ
き、現地で従事する
施設を提示

③奨学金の貸与

⑤現地の住宅情報を
紹介

相双地域等への就職希望者

介護職員
初任者研修

現任研修

④研修受講

無資格者 有資格者

（研修修了後） ※有資格者は現地で
働きながら受講も可

＜ 事業スキーム ＞

相双地域等の住居

実施主体：福島県が適当と認める団体

入門研修

出向者に対する支援

避難解除区域の介護施設への応援出向者に対する地域・実務経験等に
応じた給与差、指導手当、赴任や通勤に係る経費などの支援

避難解除区域の介護施設への経験豊
かな介護人材の出向を促す支援

参考資料４－３
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です！！

私たち、

現在、少子高齢化が進み、ますます介護人材が必要とされています。そのような中で、
埼玉県では、介護職のイメージアップおよび魅力ある職場づくりを促進し、介護人材の
確保を図るために、県と関係５団体が協力し、平成２６年２月に「介護職員しっかり応援
プロジェクト」を立ち上げました。介護の魅力ＰＲ隊の活動は、その一環として行っています。
隊員は、県内の介護現場で働く若手からベテラン職員で構成され、埼玉県知事から任命
を受けて活動をしています。

詳しい活動内容はウラ面をご覧ください！

― 埼玉県での介護職のススメ ―

介護の素晴ら
しさを

伝えたい！

埼玉県福祉人材センター 検索
－33－
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たくさんの人に介護を知ってほしいです。学生には、「将来介護が就職の選択肢の１つに入る
といいな」という思いで話しています。ＰＲ隊活動を行う上で大切にしていることは「縁」です。
私の話を聞いて、誇りを持って働いている介護士がいる！と感じ、何かのきっかけが生まれた
らうれしいです。

私がPR隊の活動で一番大切にしていることは、「ありのままをお伝えする」ということです。介護
は魅力溢れる世界ですが、悲しいことや苦しいことがあることも確かです。しかし、そんな悲しみ
や苦しみを乗り越えた先にこそ、介護のやりがい、魅力はあると思います。だからこそ、包み隠さ
ず、ありのままを伝えて、魅力を感じていただく、これが私のPR隊活動でのポリシーです。

【介護職員しっかり応援プロジェクトチーム】 埼玉県、埼玉県老人福祉施設協議会、埼玉県介護老人保健施設協会、
埼玉県在宅福祉事業者連絡協議会、埼玉県認知症グループホーム・小規模多機能協議会、埼玉県社会福祉協議会

― 介護の魅力PR隊からメッセージ ―

●中学校や高校での車いす体験など介護体験の実施（出張介護授業）
●福祉の仕事魅力発見バスツアーでの体験発表　など

●就職支援講座、介護等体験事前説明会などでの体験発表　など

平成30年度介護の魅力ＰＲ隊 隊長 
特別養護老人ホーム春輝苑 渡邉 美帆

次世代の担い手への働きかけ1

2
3
4

大学・専門学校生への働きかけ

●就職面接会での就職支援講座や初任者研修での体験発表　など
求職者への働きかけ

●地域のイベント等で車いす体験や高齢者疑似体験、認知症理解のための
　寸劇の実施　など

その他の活動

介護の魅力PR隊の活
動

平成30年度介護の魅力ＰＲ隊 副隊長
特別養護老人ホームみずほ苑  太田 遼

埼玉県福祉人材センター
（社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会）
TEL.０４８－８３３－８０33　ＦＡＸ.０４８－８３３－８０６２
さいたま市浦和区針ヶ谷４－２－６５　彩の国すこやかプラザ１階

（ＪＲ京浜東北線 与野駅 西口下車徒歩約１０分）
［利用時間］月～金曜日（年末年始・祝祭日を除く）　１０時～１７時

活動のご相談およびお問い合わせはコチラまで
大原陸橋

↓浦和駅方面

北浦和
住宅

↑大宮方面

常盤中学校

与
野
駅

常盤北
小学校

二度栗山二度栗山

浦和テクノ
シティビル
浦和テクノ
シティビル

太陽生命
浦和ビル
太陽生命
浦和ビル

中里北

たつみ通り

16417 さくら浦和ビル

埼玉県福祉人材センター 検索 または、コチラから⇒

介護の魅力を

お伝えに行きます
！！

様々な方々に福祉・介護を知ってもらうために、中学校や高校、地域のイベントでの介護体験の実施や、就職
支援セミナーで介護の仕事の魅力などの発表といった様々な活動を通して、福祉・介護の魅力を伝えています！
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回
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６
名
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・就
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な
ど
で

の
体
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発

表
 

１
回

(２
１

名
)な

ど
 

 

※
会

議
、
任

命
式

等
は

除
い

て
い

ま
す

。
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多
く
の

活
動

を
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し
た

。
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３
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９
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校

生
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バ

ス
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回

(４
２
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0
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8

年
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月
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日
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東
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で

開
催
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れ
た

「介
護

の
学

校
 i
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0
1
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介
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P
R

隊
も
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の
隊

員
で
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会
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当

し
ま

し
た

。
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介

護
の

達
人
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音

ト
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シ
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参

加
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介
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。
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。
 

介
護

の
学

校
 i

n
 埼

玉
 

2
0

1
8

 

求
職

者
へ

の
働

き
か

け
の

1
つ

と
し

て
、
介
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介
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７

名
）

 

  

活
動

場
所

(参
加

者
数

) 

フ
ァ
イ

ン
ケ

ア
医

療
福

祉
学

院
所

沢
校

(2
4
) 

学
研

ア
カ

デ
ミ
ー

介
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＜
事
業
推
進
上
の
課
題
＞

高
齢
者
は
移
動
手
段
が
限
ら
れ
る
た
め
、
遠
方
に
あ
る
施
設
に
は

求
人
が
集
ま
り
に
く
い

＜
横
展
開
に
向
け
て
の
提
言
＞

○
規
制
緩
和
な
し

○
財
政
支
援
な
し

介
護
人
材
の
確
保
「
介
護
施
設
に
お
け
る
高
齢
者
の
「
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
」
促
進
事
業
【
福
井
県
】
」

１
．
事
業
目
的

介
護
人
材
の
確
保
お
よ
び
介
護
職
員
の
負
担
軽
減
の
促
進

２
．
取
組
の
特
長
（
特
に
工
夫
し
て
い
る
部
分
に
下
線
）

地
域
の
高
齢
者
を
介
護
助
手
と
し
短
時
間
雇
用

①
求
職
者
が
県
福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
へ
求
人
登
録
を
行
う
こ
と
で
、

近
隣
の
施
設
の
紹
介
な
ど
、
マ
ッ
チ
ン
グ
の
機
会
を
増
加

②
県
内
各
地
区
に
お
い
て

地
域
住
民
を
対
象
と
し
た

就
職
説
明
会
を
開
催

③
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
シ
ル
バ

ー
人
材
セ
ン
タ
ー
と
の
連

携事
業
概
要
（
取
組
の
特
長
）

事
業
の
成
果
等

予
算
の
推
移

・
平
成
２
８
年
：

―
・
平
成
２
９
年
：
２
，
１
５
８
千
円
（
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
）

・
平
成
３
０
年
：
２
，
１
５
８
千
円
（
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
）

・
平
成
３
１
年
：
２
，
１
５
８
千
円
（
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
）

予
算
推
移

事
業
推
進
上
の
課
題
等

取
組
の
背
景

・
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
介
護
人
材
が
不
足
す
る
な
か
、
元
気
な
高
齢
者
を

貴
重
な
労
働
力
と
し
て
活
用
し
て
い
く
必
要
が
あ
る

・
９
割
の
事
業
所
が
、
高
齢
者
を
積
極
的
に
採
用
し
た
い
、
ま
た
は
条
件
が
合

え
ば
雇
用
し
た
い
と
考
え
て
い
る

・
事
業
へ
の
参
加
施
設
数
４
９
施
設
（

H3
0）

・
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
に
よ
る
就
職
決
定
者
数

平
成
２
９
年
度
３
１
名

平
成
３
０
年
度
４
８
名

参
考
資
料
６
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「
介
護
施
設
に
お
け
る
高
齢
者
の
「
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
」
促
進
事
業
」
ス
キ
ー
ム
図

介
護
施
設
に
お
け
る
高
齢
者
の
短
時
間
就
労
（
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
）
を
促
進
し
、
介
護
職
員
の
負
担
軽
減
を
図
る

目
的

就
労
意
欲
の
あ
る
元
気
高
齢
者

福
井
県
福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー

（
福
井
県
社
会
福
祉
協
議
会
）

①
社
会
福
祉
協
議
会
等
の
講
座
等
に
参

加
し
て
い
る
元
気
な
高
齢
者
に
対
し

て
、
「
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
」
の
呼
び

か
け

③
施
設
近
隣
に
在
住
の
登
録
高
齢
者
の

紹
介

各
介
護
サ
ー
ビ
ス
施
設

※
各
協
議
会
を
通
し
て
施
設
を
公
募

④
高
齢
者
の
面
接
採
用
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
研
修
実
施

■
介
護
施
設
に
お
け
る
業
務

〔
介
護
職
員
〕

○
本
来
の
介
護
専
門
業
務
に
専
念

例
：
「
食
事
・
排
泄
・
衣
服
の
着
脱
・
入
浴
等

の
介
助
」
「
車
い
す
で
の
移
動
」
等

〔
高
齢
者
〕
※
住
み
慣
れ
た
地
域
で
、
自
分
に

合
っ
た
時
間
（
短
時
間
）
働
く

○
能
力
に
応
じ
た
補
助
的
業
務
の
実
施

例
：
「
掃
除
」
「
食
事
の
配
膳
・
片
付
け
」

「
洗
濯
」
「
園
芸
等
の
趣
味
活
動
」
等

①
周
辺
地
域
に
募
集
チ
ラ
シ
等
を
配
布
し
、

「
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
」
の
呼
び
か
け

②

〔
高
齢
者
〕

・
希
望
者
は
福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
に
登
録

②

成
果
報
告
会
（
県
内
全
域
対
象
）

年
度
末
に
、
参
加
し
た
介
護
施
設
お
よ
び
高
齢

者
が
良
か
っ
た
点
や
改
善
す
べ
き
点
な
ど
を
報
告

し
、
他
施
設
や
高
齢
者
に
対
し
て
周
知

⑤

③

④

①
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介

護
施
設

に
お
け
る

高
齢

者
の

「
ち
ょ
こ

っ
と

就
労

」
促
進
事

業
に

つ
い

て
 

 １
 
目
的
 

 
 
高
齢
化
の
進
展
お
よ
び
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
に
よ
り
介
護
人
材
が
不
足
す
る
な
か
、
元
気
な
高
齢
者
を
貴
重
な
労
働
力
と
し
て
活
用
し

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

 
そ
こ
で
、
介
護
施
設
に
お

い
て

、
短
時
間
で
、
高
齢

者
の
能
力
に
応
じ
た
介
護

の
補
助
的
業
務

な
ど
を
行

う
「
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
」

を
普

及
し
、
介
護
人
材
の
確
保
お
よ
び

高
齢
者
の
短
時
間
就
労
に
よ
る
介
護
職
員
の
負
担
軽
減
を
促
進
す
る
。

 
 ２
 
事
業
内
容
 

（
１
）
事
業
主
体

 
 
 
 
福
井
県
社
会
福
祉
協
議
会
（
委

託
）

 

（
２
）
実
施
事
項

 
＜
福
井
県
社
会
福
祉
協
議
会
＞

 
①

 介
護
施
設
の
募
集
・
決
定

 
②

 高
齢
者
の
募
集
・
講
習
等

の
実
施
お
よ
び
介
護
施
設
へ
の
紹
介
（
１
０
０
名
程
度
）

 
③

 「
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
」
の

ノ
ウ
ハ
ウ
・
注
意
点
な
ど
の
周
知
（
参
加
施
設
や
高
齢
者

に
よ
る
成
果
報
告
会
）

 
 

 
 
＜
参
加
介
護
施
設
＞
 
※
対
象
施

設
：
県
内
す
べ
て
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者

 （
平
成
３
０
年
度
よ
り
）

 
①

 施
設
周
辺
地
域
へ
の
募
集
チ
ラ
シ
配
布
等
に
よ
る
高
齢
者
の
募
集

 
②

 高
齢
者
に
対
す
る
事
前
説
明
会
（
業
務
内
容
、
勤
務
時
間
等
の
説
明
）

 
③

 高
齢
者
の
面
談
・
採
用
 
→
「
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
」
の
実
践

 
④

 採
用
し
た
高
齢
者
へ
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
研
修
（
介
護
に
関
す
る
基
礎
的
な
知
識
等
の
習
得
）

 
 

 
 

【
ち
ょ
こ
っ
と
就
労
】

 
 

高
齢
者

が
個
々
の

生
活
ス
タ
イ

ル
や

健
康

状
態

に
合

わ
せ

、
介

護
施

設
に

お
い

て

介
護
職
員
の
補
助
（
掃
除
、
食

事
の
配

膳
・

片
付

け
等

）
を

行
う
短

時
間

労
働
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学
生
等
若
者
を
福
祉
に
呼
び
込
む
た
め
の
取
組
【京
都
府
】

・
上
位
認
証
法
人
の
職
員
等
が
連
携
・
協
力
し
、
自
ら
の
施
設
を
学
生
等
に
開
放
す
る
と
と
も
に
、
若
手
職
員
に
よ
る
リ
ア
ル
な
魅
力
発
信
を
行
い
、
学
生
等
若
者
に
福

祉
職
場
の
魅
力
を
効
果
的
に
伝
え
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
介
護
・
福
祉
に
対
す
る
興
味
を
深
め
て
も
ら
う
こ
と
で
、
業
界
へ
の
参
入
を
促
し
て
い
く
。

・
介
護
・
福
祉
の
現
場
の
実
態
が
、
学
生
を
は
じ
め
と
す
る
若
者
に
正
し
く
伝
わ
っ
て
い
な
い
。

・
こ
れ
ま
で
か
ら
、
学
生
等
若
者
に
対
し
て
福
祉
の
魅
力
を
伝
え
る
機
会
が
少
な
く
、
企
画
し
て
も
参
加
す
る
学
生
数
も
な
か
な
か
増
え
な
い
。

・
き
ょ
う
と
福
祉
人
材
育
成
認
証
制
度
に
お
け
る
上
位
認
証
法
人
等
に
よ
り
、
介
護
・
福
祉
業
界
の
魅
力
を
学
生
等
に
発
信
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

現
状
・
課
題

趣
旨

取
組
内
容

←
福
祉
！
フ
ク
シ
！
Ｆ
Ｕ
Ｋ
Ｕ
Ｓ
Ｈ
Ｉ！
リ
ア
ル
な
フ
ク
シ
を
知
る
旅

（
学
生
向
け
福
祉
の
業
界
セ
ミ
ナ
ー
）

↑
学
生
が
取
材
！
私
た
ち
が
見
た
福
祉
の
ホ
ン
ト
（
「
京

都
福
祉
の
リ
ア
ル
発
信
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
発
表
会

!!
）

・
福
祉
！
フ
ク
シ
！
Ｆ
Ｕ
Ｋ
Ｕ
Ｓ
Ｈ
Ｉ！

福
祉
の
仕
事
に
興
味
の
あ
る
大
学
生
や
短
大
生
、
専
門
学
校
生
に
対
し
、
入
職
５
年
目
程
度
ま
で
の
先
輩
職

員
が
、
様
々
な
体
験
談
を
交
え
て
介
護
・
福
祉
の
リ
ア
ル
な
魅
力
を
発
信
し
た
。

対
象
は
、
１
、
２
回
生
か
ら
参
加
可
能
と
し
、
学
生
等
が
普
段
か
ら
疑

問
に
思
っ
て
い
る
こ
と
（
業
界
の
リ
ア
ル
、
仕
事
の
ホ
ン
ネ
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ

ル
な
ど
）
を
ズ
バ
リ
質
問
、
上
位
認
証
法
人
等
か
ら
選
抜
さ
れ
た
先
輩

職
員
が
丁
寧
に
回
答
・
ア
ド
バ
イ
ス
を
行
っ
た
。

・
学
生
が
取
材
！
私
た
ち
が
見
た
福
祉
の
ホ
ン
ト

学
生
（
福
祉
関
係
学
科
に
限
定
し
な
い
。
）
が
上
位
認
証
法
人
の
事

業
所
を
訪
問
、
先
輩
職
員
に
密
着
取
材
を
行
い
、
そ
の
働
き
方
、
仕
事

に
対
す
る
想
い
を
感
じ
取
り
、
学
生
自
身
の
新
し
い
「
気
付
き
」
に
触
れ

な
が
ら
、
同
世
代
の
学
生
等
に
「
生
き
た
言
葉
」
で
レ
ポ
ー
ト
し
た
。

当
日
は
、
５
組
６
名
の
学
生
が
自
ら
設
定
し
た
テ
ー
マ
（
多
職
種
連
携
、

利
用
者
さ
ん
と
の
関
係
、
地
域
で
の
役
割
等
）
に
基
づ
く
取
材
発
表

が
行
わ
れ
た
後
、
そ
れ
ぞ
れ
の
グ
ル
ー
プ
に
分
か
れ
、
学
生
と
上
位

認
証
法
人
職
員
と
の
参
加
型
グ
ル
ー
プ
ト
ー
ク
を
開
催
し
た
。
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学生向け
福祉の業界セミナー

2019

11.16 
時間：13：00 ～ 17：00
場所：mumokutekiホール 

主催：京都府
協力：きょうと介護・福祉ジョブネット

( 土 )
詳細・申し込みはこちら！

京都市中京区式部町 261　ヒューマンフォーラムビル 3F

※mumokuteki good&wear の 3 階にあります

リ ア ル な

フ ク シ を

知 る 旅

御
幸
町
通

　
寺
町
通

新
京
極
通

河
原
町
通

三条通

四条通

蛸薬師通
mumokuteki
ホール
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福 祉 業 界 っ て 、 ど ん な と こ ろ だ と 思 い ま す か ?

実 は 、 皆 さ ん が 知 ら な い よ う な ド ラ マ が 広 が っ て い ま す ！
私 服 で O K 、 飲 み 物 を 飲 み な が ら カ フ ェ の よ う な 気 分 で 2 0 代 の 職 員 た ち と 気 軽 に
お 話 で き る 空 間 に な っ て い ま す 。
お 友 達 を 誘 っ て ふ ら っ と お 越 し く だ さ い ！

13 ： 00 ～ 14 ： 00　オープニング
14 ： 10 ～ 17 ： 00　ブース形式　ワールドカフェ

参加対象者
福祉の仕事に関心のある大学生や短大生、 専門学校生なら

どなたでも参加 OK です。

定員　60 名　参加費　無料

詳細 ・ 申し込み https://kyoto294.net/

上記 URL もしくは QR コード先の申込フォーム

からお申込みください。※定員になり次第、

締切いたします。 お早めにお申込みください。

日程 　２０１９ 年  11 月 16 日 ( 土 )

時間 　13 ： 00 ～ 17 ： 00 （受付開始 12 ： 30）

場所 　mumokuteki ホール
　　　　  　京都市中京区式部町 261　ヒューマンフォーラムビル 3F

　　　　　 ※mumokuteki good&wear の 3 階にあります

お問い合わせ　

京都府福祉人材サポートセンター事務局
〒601-8047　京都市南区東九条下殿田 43  メルクリオ京都 202
ＴＥＬ： 0120-698-560
Email ： k.fukushi@pasona.co.jp　

学生生活にも

役に立つ！

こんなエピソードを

お伝えします！

同 志 社 大 学  法 学 部
法 律 学 科  卒  入 職 ３ 年 目

龍 谷 大 学  社 会 学 部
地 域 福 祉 学 科  卒 　 入 職 ６ 年 目

大 谷 大 学  文 学 部
社 会 学 科  卒  入 職 ３ 年 目

佛 教 大 学 　 社 会 福 祉 学 部
社 会 福 祉 学 科  卒  入 職 ２ 年 目

福 祉 の 資 格 が 取 れ な い
学 部 で も 大 丈 夫 ！

実習の時にやっておいた方が
いいこと！

仕 事 で 感 動 し た
エ ピ ソ ー ド ！

入職 1 年目、 実は
こんな失敗がありました…

京 都 府 立 大 学  公 共 政 策 学 部
福 祉 社 会 学 科  卒  入 職 ８ 年 目

学 生 時 代 の 厳 し い ピ ア ノ 授 業 、
乗 り 越 え ま し た ！

関 西 福 祉 科 学 大 学  社 会 福 祉 学 部
社 会 福 祉 学 科  卒 　 入 職 ８ 年 目

舞 鶴 Y M C A 国 際 福 祉
専 門 学 校  卒 　 入 職 ３ 年 目

その他にも皆さんが

気になるあれこれに

お答えします
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